
 

 

各  位 

 

スターツプ

ットマネジメン

ぞれ「本件譲

下記のとおり決

なお、本件

す。以下「投信

き、本日開催

 

 
1. 本件取引

（1）本件譲渡

物件 

番号 

Ｇ－1 プロ

Ｇ－2 プロ

Ｇ－3 プロ

Ｇ－9 プロ

Ｇ－12 プロ

Ｇ－16 プロ

Ｒ－1 プロ

(注1) 決済方法は

(注2) 譲渡予定価

(注3) 想定帳簿価

(注4) 譲渡予定価

(注5)スターツアメニ

です。 

(注6) 物件毎にそ

 

 

プロシード投資法

ント株式会社（以

譲渡」及び「本件

決定しましたの

件取引の相手方

信法」といいます

催の本投資法人

引の概要 

渡による譲渡予定

物件名 

ロシード本通 

ロシード環状通東

ロシード琴似 

ロシード大橋 

ロシード東大畑 

ロシード大濠公園

ロシード松山 

は、いずれも譲渡予定

価格には、譲渡諸経費

価格は、譲渡予定日時

価格と想定帳簿価格の

ニティー株式会社は

それぞれ異なる国内

国内不動

法人（以下「本投

以下「本資産運

件取得」といい、

ので、お知らせ

方には、投資信

す。）上の利害

人の役員会の承

定資産 （以下

譲渡

スターツア

株式会社(注

東 

国内事業会

園 国内事業会

四国アムラス

合計

定日に一括決済を行

費、固定資産税、都

時点の想定される帳

の差額として算出さ

は、投信法で定める

内事業会社ですが、先

動産信託受益権

投資法人」とい

運用会社」といい

、本件譲渡及び

せいたします。

信託及び投資法

害関係人等が含

承認に基づく本投

下「本件譲渡予定

渡先 
契

アメニティー

注5) 

平

9

会社（注6） 
平

10

会社（注6） 
平

10

ス株式会社
平

9

計 

行う予定です。 

都市計画税、消費税及

帳簿価格です。 

れた参考値であり、

本資産運用会社の利

先方から開示するこ

1 

不動

東

ス

代

（コ

資産

ス

代

問

TE

権の譲渡及び

 

いいます。）が資

います。）は、本

び本件取得をあ

法人に関する法

含まれており、当

本投資法人の同

記 

定資産」といい

契約締結 

予定日 

譲

平成29 年 

月29 日 

平

9 月

平成29 年 

0 月16 日

平

10

平成29 年 

0 月31 日

平

10

平成29 年 

月29 日 

平

9 月

及び地方消費税等は

売却損益とは異なり

利害関係人等であり

ことにつき同意を得ら

産投資信託証

京 都 中 央

タ ー ツ

表 者 名 

コード番号：897

産運用会社名

タ ー ツ ア セ

表 者 名 

合 せ 先  

EL. 03-6202-0

取得に関するお

資産の運用を委

本日、国内不動

あわせて「本件

法律（昭和 26 年

当該取引に際し

同意を得ています

います。） 

譲渡予定日

（注1） 

譲

（

平成29 年 

月29 日 

平成29 年 

0 月16 日

平成29 年 

0 月31 日

平成29 年 

月29 日 

は含まれていません

ります。 

り、詳細については

られていないため、非

証券発行者名 

央 区 日 本 橋

プ ロ シ ー

執 行 役 員

9） 

セ ッ ト マ ネ

代 表 取 締 役

管 理 部 長

0856 

お知らせ 

委託する資産運

動産信託受益権

件取引」といいま

年法律第 198 

しては本資産運

す。 

譲渡予定価格

千円）（注2） 

533,000

303,000

275,000

256,000

53,100

420,000

106,800

1,946,900

ん。 

後記「6. 本件取引の

非開示としています

平成 29

橋 三 丁 目

ー ド 投 資

員  平

 

ジ メ ン ト 株

役 平

長 松

 

運用会社である

権の譲渡及び取

ます。）を行うこ

号。その後の

運用会社の社

想定帳簿価格 

（千円）（注3） 

394,768

232,079

209,116

213,913

58,033

488,189

102,523

1,698,622

の相手先の概要」を

す。 

年 9 月 28 日

1 番 8 号

資 法 人

平 出  和 也

株 式 会 社

平 出  和 也

松 田   繁

るスターツアセ

取得（以下それ

ことについて、

の改正を含みま

社内規程に基づ

譲渡損益

（千円）（注4

8 138,2

9 70,9

6 65,8

3 42,0

3 △4,9

9 △68,1

3 4,2

2 248,2

をご参照下さい。以下

 

号

人

也

社

也

繁

セ

れ

ま

づ

益

4） 

231

920

883

086

933

189

276

277

下同じ



 

 

（2）本件取得

物件 

番号 

Ｃ－77 プロ

(注1) 決済方法は

(注2) 取得予定価

(注3)スターツデベ

 

2. 本件取引

（1）本件取引

本投資

について

そのような

上防水工

渡を検討

本資産

定資産は

渉を行っ

譲渡予定

本件取

なお、

「平成 2

定的な分

渡による

(注)譲渡益

 

（2）本件取得

・本件取

宅需要

・本件取

ョッピン

・本件取

のデザ

 

得による取得予定

物件名 

ロシード錦糸町 

は、取得予定日に一括

価格には、取得諸経費

ベロップメント株式会

引の理由及び本

引の理由  

資法人は、ポー

ては譲渡し、より

な中で本件譲渡

工事、外壁修繕

討していました。

産運用会社との

は、後記（2）本件

ったところ取得予

定資産の譲渡代

取引により、ポー

本投資法人は

1 年及び平成

分配金水準の確

る不動産等売却

益については概算額

得予定資産の特

取得予定資産の

要の強いエリアで

取得予定資産の

ングビル等をは

取得予定資産は

ザイン性が高い

定資産 （以下

スターツ

株式会

括決済を行う予定で

費、固定資産税、都

会社は、投信法で定め

本件取得予定資

ートフォリオの競

り築年数が浅く

渡予定資産は

繕工事等の大規

。 

のパイプラインサ

件取得予定資産

予定価格につい

代金を資金とし

ートフォリオ平均

は平成 29 年 1

成 22 年に土地

確保に資する施

却益は、128 百万

額であり、変更となる

特徴 

の所在する錦糸

です。 

の立地は、ＪＲ総

はじめ生活利便

は、単身者から

内装・設備を兼

下「本件取得予定

取得先 

ツデベロップメン

会社(注3) 

です。 

都市計画税、消費税及

める本資産運用会社

資産の特徴 

競争力向上のた

く、安定的な運

、いずれも築後

規模修繕工事を

サポート契約締

産の特徴に記

いては不動産鑑

して取得すること

均築年数を低下

0 月期におい

地等の先行取得

施策等に活用す

万円(注)を想定し

る可能性があります。

糸町エリアは、都

総武線・東京メト

便施設が整って

ＤＩＮＫＳをメイ

兼ね備え、ター

2 

定資産」といい

契約締

ント
平成29 年

及び地方消費税等は

社の利害関係人等で

ために築年数が

運用が見込まれ

後 19 年以上で

を控えているこ

締結先であるス

記されているとお

産鑑定評価額を

ととなりました。

下させるとともに

いて、本件譲渡に

得をした場合の

するため圧縮積

しています。

。 

都心に近く交通

トロ半蔵門線「錦

ているため、利便

インターゲットに

ーゲット層に適し

います。） 

締結予定日 

年10 月24 日

は含まれていません

であり、詳細について

が古い資産や

れる資産と入替を

であり、日常の修

ことから、今後コ

スターツデベロッ

おり本件譲渡予

下回る価格とす

 

に、質の向上に

により発生する

課税の特例制

積立金として内

通アクセスに恵

錦糸町」駅まで徒

便性及び住環境

にしており、白を

した物件となっ

取得予定

平成29 年11

ん。 

ては後記「6. 本件取

や規模が小さく経

を行っていくこ

修繕コストが増

コスト増により収

ップメント株式会

予定資産との入

することで合意

に繋がる資産の

る譲渡益の一部

制度」を活用した

内部留保する予

恵まれているた

徒歩 7 分に位

境が良好です。

をベースとした

ています。 

定日（注1） 

1 月1 日 

取引の相手先の概要

経費率が相対

ことが必要と認識

増加していること

収益性の低下が

式会社が所有す

入替資産として適

意することができ

の入替を図るも

部（120 百万円）

た圧縮記帳を行

予定です。これ

ため、都心通勤

位置し、周辺に

。 

た都会的な意匠

取得予定価格

（千円）（注2）

2,140,0

要」をご参照下さい。

的に高い資産

識しています。

と、近年中に屋

が予想され、譲

する本件取得予

適しており、交

きたため、本件

のです。 

）については、

行い、今後の安

れにより本件譲

勤者等による住

には大規模なシ

匠に、分譲仕様

格 

000

 

産

屋

譲

予

交

件

安

譲

住

シ

様



建

物

 

 

3. 本件譲渡

（1）本件譲渡

Ｇ-1：プロ

特定資産の種類

用途 

譲渡予定価格 

所在地（住居表

ＰＭ会社／ＭＬ

マスターリース種

信託受託者 

信託契約期間 

土

地 

所有形態 

地積 

用途地域 

建蔽率 

容積率 

建

物 

所有形態 

構造 

建築時期 

延床面積 

用途 

該当事項はあり

1. 建蔽率につ

札幌市営地下鉄

 

 

渡予定資産及び

渡予定資産の内

ロシード本通 

特定資

類 信託

賃貸

表示） 
北海

十八

Ｌ会社 スター

種別 固定

三井

自：平

至：平

所有

近隣

所有

鉄骨

平成

共同

りません。 

特記事項／不

ついて、本物件は

鉄東西線「南郷1

び本件取得予定

内容 

資産の概要 

託受益権 

貸住宅 

海道札幌市白石区

八丁目南3 番1 号

ーツアメニティー

定賃料 

井住友信託銀行株

平成16 年3 月3

平成37 年11 月

有権 

隣商業地域 

有権 

骨鉄筋コンクリート

成元年3 月14 日

同住宅・店舗 

不動産の状況（不

は本来80％ですが

18 丁目」駅 徒歩

 

定資産の内容

533,000

区本通 

号 

ー株式会社 

株式会社 

30 日 

30 日 

1,571.0

ト造陸屋根10 階

 

3,126.0

不動産の構造、現

が、角地による緩

歩4 分 

3 

テナント

賃貸戸数

（総賃貸千円

賃貸駐車

（総賃貸

賃貸面積

総賃貸可

年間賃料

敷金・保

稼働率

00 ㎡ 評価者の

価格時点

90% 不動産鑑

300%

調査会社

階建 調査時点

再調達価

08 ㎡ 長期修繕

PML（調

担保の状況

現況その他の投資

緩和により適用建

備考 

賃貸借の

トの総数 

数 

貸可能戸数） 

車場台数 

貸可能駐車場台数

積 

可能面積 

料収入 

保証金等 

不

の名称 

点 

鑑定評価額 

建

社 

点 

価格 

繕費（12 年間）

調査時点：平成29 年

資不動産の価格

建蔽率は 90％とな

の概要（平成29 年

数） 

不動産鑑定評価書

株式会

平成2

物状況調査報告

東京海

株式会

平成2

年4 月）

格に重要な影響を

なっています。 

年8 月31 日現在）

書の概要 

会社中央不動産鑑

29 年4 月30 日 

告書の概要 

海上日動リスクコ

会社 

26 年10 月 

を及ぼす事項） 

 

1

67(67)戸

37(37)台

2,624.93 ㎡

2,624.93 ㎡

37,080 千円

2,844 千円

100.0%

鑑定所 

533,000 千円

ンサルティング

665,900 千円

32,054 千円

5.0%

戸

台

㎡

㎡

%

%



建

物

 

 

Ｇ-2：プロ

特定資産の種類

用途 

譲渡予定価格 

所在地（住居表

ＰＭ会社／ＭＬ

マスターリース種

信託受託者 

信託契約期間 

土

地 

所有形態 

地積 

用途地域 

建蔽率 

容積率 

建

物 

所有形態 

構造 

建築時期 

延床面積 

用途 

該当事項はあり

該当事項はあり

札幌市営地下鉄

 

 

ロシード環状通

特定資

類 信託

賃貸

表示） 
北海

十五

Ｌ会社 スター

種別 固定

三井

自：平

至：平

所有

近隣

所有

鉄筋

平成

共同

りません。 

特記事項／不

りません。 

鉄東豊線「環状通

通東 

資産の概要 

託受益権 

貸住宅 

海道札幌市東区北

五丁目2 番20 号

ーツアメニティー

定賃料 

井住友信託銀行株

平成14 年3 月2

平成37 年11 月

有権 

隣商業地域 

有権 

筋コンクリート造陸

成2 年10 月23 日

同住宅・店舗 

不動産の状況（不

通東」駅 徒歩1

 

303,000

北十六条東 

号 

ー株式会社 

株式会社 

29 日 

30 日 

478.0

陸屋根7 階建 

日 

1,420.1

不動産の構造、現

分 

4 

テナント

賃貸戸数

（総賃貸千円

賃貸駐車

（総賃貸

賃貸面積

総賃貸可

年間賃料

敷金・保

稼働率

04 ㎡ 評価者の

価格時点

80% 不動産鑑

300%

調査会社

調査時点

再調達価

16 ㎡ 長期修繕

PML（調

担保の状況

現況その他の投資

備考 

賃貸借の

トの総数 

数 

貸可能戸数） 

車場台数 

貸可能駐車場台数

積 

可能面積 

料収入 

保証金等 

不

の名称 

点 

鑑定評価額 

建

社 

点 

価格 

繕費（12 年間）

調査時点：平成29 年

資不動産の価格

の概要（平成29 年

数） 

不動産鑑定評価書

株式会

平成2

物状況調査報告

東京海

株式会

平成2

年4 月）

格に重要な影響を

年8 月31 日現在）

書の概要 

会社中央不動産鑑

29 年4 月30 日 

告書の概要 

海上日動リスクコ

会社 

26 年11 月 

を及ぼす事項） 

 

1

34(34)戸

5(5)台

1,183.47 ㎡

1,183.47 ㎡

22,239 千円

3,655 千円

100.0%

鑑定所 

303,000 千円

ンサルティング

323,100 千円

25,880 千円

5.5%

戸

台

㎡

㎡

%

%



建

物

 

 

Ｇ-3：プロ

特定資産の種類

用途 

譲渡予定価格 

所在地（住居表

ＰＭ会社／ＭＬ

マスターリース種

信託受託者 

信託契約期間 

土

地 

所有形態 

地積 

用途地域 

建蔽率 

容積率 

建

物 

所有形態 

構造 

建築時期 

延床面積 

用途 

該当事項はあり

1. 建蔽率につ

に応じて加

札幌市営地下鉄

 
 

ロシード琴似 

特定資

類 信託

賃貸

表示） 
北海

四丁

Ｌ会社 スター

種別 固定

株式

自：平

至：平

所有

①近

②第

所有

鉄筋

陸屋

平成

共同

りません。 

特記事項／不

ついて、本物件の

重平均された数

鉄東西線「琴似」

資産の概要 

託受益権 

貸住宅 

海道札幌市西区山

丁目1 番29 号 

ーツアメニティー

定賃料 

式会社りそな銀行

平成17 年10 月

平成38 年4 月3

有権 

近隣商業地域、 

第一種中高層住居

有権 

筋コンクリート・鉄骨

屋根10 階建 

成3 年10 月21 日

同住宅・店舗 

不動産の状況（不

の土地のうち近隣

数値が適用されま

駅 徒歩11 分 

275,000

山の手三条 

ー株式会社 

行 

27 日 

30 日 

814.6

居専用地域 

72%（①80%、②

200%（①、②共

骨鉄筋コンクリー

日 

1,601.1

不動産の構造、現

隣商業地域の部分

ます。 

 

5 

テナント

賃貸戸数

（総賃貸千円

賃貸駐車

（総賃貸

賃貸面積

総賃貸可

年間賃料

敷金・保

稼働率

64 ㎡ 評価者の

価格時点

②60%） 不動産鑑

共通）

調査会社

ート造
調査時点

再調達価

17 ㎡ 長期修繕

PML（調

担保の状況

現況その他の投資

分は 80％、第一

備考 

賃貸借の

トの総数 

数 

貸可能戸数） 

車場台数 

貸可能駐車場台数

積 

可能面積 

料収入 

保証金等 

不

の名称 

点 

鑑定評価額 

建

社 

点 

価格 

繕費（12 年間）

調査時点：平成29 年

資不動産の価格

一種中高層住居専

の概要（平成29 年

数） 

不動産鑑定評価書

株式会

平成2

物状況調査報告

東京海

株式会

平成2

年4 月）

格に重要な影響を

専用地域の部分は

年8 月31 日現在）

書の概要 

会社中央不動産鑑

29 年4 月30 日 

告書の概要 

海上日動リスクコ

会社 

26 年11 月 

を及ぼす事項） 

は 60％となって

 

1

28(28)戸

16(16)台

1,453.27 ㎡

1,453.27 ㎡

20,181 千円

2,155 千円

100.0%

鑑定所 

275,000 千円

ンサルティング

333,900 千円

10,938 千円

4.0%

ており、面積割合

戸

台

㎡

㎡

%

%

合



建

物

 

 

Ｇ-9：プロ

特定資産の種類

用途 

譲渡予定価格 

所在地（住居表

ＰＭ会社／ＭＬ

マスターリース種

信託受託者 

信託契約期間 

土

地 

所有形態 

地積 

用途地域 

建蔽率 

容積率 

建

物 

所有形態 

構造 

建築時期 

延床面積 

用途 

該当事項はあり

1. 建蔽率につ

均された数値

2. 容積率につ

平均された数

西鉄天神大牟田

 

 

ロシード大橋 

特定資

類 信託

賃貸

表示） 
福岡

三丁

Ｌ会社 スター

種別 固定

株式

自：平

至：平

所有

①第

所有

鉄筋

平成

共同

りません。 

特記事項／不

ついて、本物件の

数値が適用されま

ついて、本物件の

数値が適用され

田線「大橋」駅 徒

資産の概要 

託受益権 

貸住宅 

岡県福岡市南区大

丁目15 番3 号 

ーツアメニティー

定賃料 

式会社りそな銀行

平成18 年5 月2

平成38 年4 月3

有権 

第一種住居地域、

61

215.98

有権 

筋コンクリート造陸

成10 年2 月13 日

同住宅 

不動産の状況（不

の土地のうち第一

ます。 

の土地のうち第一

れます。 

徒歩11 分 

 

256,000

大橋 

ー株式会社 

行 

2 日 

30 日 

832.7

②商業地域 

.60%（①60%、②

8%（①200%、②4

陸屋根5 階建 

日 

1,320.4

不動産の構造、現

一種住居地域の部

一種住居地域の部

6 

テナント

賃貸戸数

（総賃貸千円

賃貸駐車

（総賃貸

賃貸面積

総賃貸可

年間賃料

敷金・保

稼働率

75 ㎡ 評価者の

価格時点

②80%） 不動産鑑

400%）

調査会社

調査時点

再調達価

46 ㎡ 長期修繕

PML（調

担保の状況

現況その他の投資

部分は 60％、商

部分は 200％、商

備考 

賃貸借の

トの総数 

数 

貸可能戸数） 

車場台数 

貸可能駐車場台数

積 

可能面積 

料収入 

保証金等 

不

の名称 

点 

鑑定評価額 

建

社 

点 

価格 

繕費（12 年間）

調査時点：平成29 年

資不動産の価格

商業地域の部分は

商業地域の部分

の概要（平成29 年

数） 

不動産鑑定評価書

森井総

平成2

物状況調査報告

東京海

株式会

平成2

年4 月）

格に重要な影響を

は 80％となって

分は 400％となっ

年8 月31 日現在）

書の概要 

総合鑑定株式会社

29 年4 月30 日 

告書の概要 

海上日動リスクコ

会社 

25 年10 月 

を及ぼす事項） 

ており、面積割合

っており、面積割合

 

1

16(16)戸

16(16)台

1,140.00 ㎡

1,140.00 ㎡

17,761 千円

1,693 千円

100.0%

社 

256,000 千円

ンサルティング

322,560 千円

28,745 千円

8.0%

に応じて加重平

合に応じて加重

戸

台

㎡

㎡

%

%

平

重



建

物

 

 

Ｇ-12：プ

特定資産の種類

用途 

譲渡予定価格 

所在地（住居表

ＰＭ会社／ＭＬ

マスターリース種

信託受託者 

信託契約期間 

土

地 

所有形態 

地積 

用途地域 

建蔽率 

容積率 

建

物 

所有形態 

構造 

建築時期 

延床面積 

用途 

該当事項はあり

1. 建蔽率につ

ＪＲ越後線・信越

 
 

プロシード東大畑

特定資

類 信託

賃貸

表示） 
新潟

662 番

Ｌ会社 スター

種別 パス

三井

自：平

至：平

所有

第二

所有

鉄筋

平成

共同

りません。 

特記事項／不

ついて、本物件は

越本線・白新線・磐

畑 

資産の概要 

託受益権 

貸住宅 

潟県新潟市中央区

番地1 

ーツアメニティー

ス・スルー 

井住友信託銀行株

平成16 年3 月3

平成37 年11 月

有権 

二種中高層住居専

有権 

筋コンクリート造陸

成3 年11 月27 日

同住宅 

不動産の状況（不

は本来60％ですが

磐越西線「新潟」

53,100

区東大畑通一番町

ー株式会社 

株式会社 

30 日 

30 日 

212.4

専用地域 

陸屋根4 階建 

日 

400.0

不動産の構造、現

が、角地による緩

駅 バス利用10

 

7 

テナント

賃貸戸数

（総賃貸千円

番町 賃貸駐車

（総賃貸

賃貸面積

総賃貸可

年間賃料

敷金・保

稼働率

49 ㎡ 評価者の

価格時点

70% 不動産鑑

200%

調査会社

調査時点

再調達価

06 ㎡ 長期修繕

PML（調

担保の状況

現況その他の投資

緩和により、適用

備考 

0 分 

賃貸借の

トの総数 

数 

貸可能戸数） 

車場台数 

貸可能駐車場台数

積 

可能面積 

料収入 

保証金等 

不

の名称 

点 

鑑定評価額 

建

社 

点 

価格 

繕費（12 年間）

調査時点：平成29 年

資不動産の価格

用建蔽率は 70％と

の概要（平成29 年

数） 

不動産鑑定評価書

株式会

平成2

物状況調査報告

東京海

株式会

平成2

年4 月）

格に重要な影響を

となっています。

年8 月31 日現在）

書の概要 

会社アセットリサー

29 年4 月30 日 

告書の概要 

海上日動リスクコ

会社 

25 年10 月 

を及ぼす事項） 

 

 

1

8(9)戸

3(4)台

267.07 ㎡

296.61 ㎡

4,752 千円

400 千円

90.0%

ーチ 

42,200 千円

ンサルティング

95,550 千円

12,619 千円

13.7%

戸

台

㎡

㎡

%

%



建

物

 

 

Ｇ-16：プ

特定資産の種類

用途 

譲渡予定価格 

所在地（住居表

ＰＭ会社／ＭＬ

マスターリース種

信託受託者 

信託契約期間 

土

地 

所有形態 

地積 

用途地域 

建蔽率 

容積率 

建

物 

所有形態 

構造 

建築時期 

延床面積 

用途 

該当事項はあり

1. 建蔽率につ

2. 本物件南東

3. 本物件北東

福岡市営地下鉄

 
 

プロシード大濠公

特定資

類 信託

賃貸

表示） 
福岡

一丁

Ｌ会社 スター

種別 パス

三菱

自：平

至：平

所有

商業

所有

鉄筋

コンク

平成

共同

りません。 

特記事項／不

ついて、本物件は

東側のブロック塀が

東側のブロック塀が

鉄空港線「大濠公

公園 

資産の概要 

託受益権 

貸住宅 

岡県福岡市中央区

丁目2 番10 号 

ーツアメニティー

ス・スルー 

菱UFJ 信託銀行株

平成19 年11 月

平成29 年10 月

有権 

業地域 

有権 

筋コンクリート造 

クリート屋根・陸屋

成9 年3 月21 日

同住宅 

不動産の状況（不

は本来80％ですが

が南東側隣接地

が北東側隣接地

公園」駅 徒歩2

 

420,000

区荒戸 

ー株式会社 

株式会社 

30 日 

31 日 

370.0

屋根7 階建 

 

1,187.7

不動産の構造、現

が、角地による緩

地所有者と共有に

地所有者と共有に

分 

8 

テナント

賃貸戸数

（総賃貸千円

賃貸駐車

（総賃貸

賃貸面積

総賃貸可

年間賃料

敷金・保

稼働率

08 ㎡ 評価者の

価格時点

90% 不動産鑑

400%

調査会社

調査時点

再調達価

75 ㎡ 長期修繕

PML（調

担保の状況

現況その他の投資

緩和により、適用

になっていますが

になっています。

備考 

賃貸借の

トの総数 

数 

貸可能戸数） 

車場台数 

貸可能駐車場台数

積 

可能面積 

料収入 

保証金等 

不

の名称 

点 

鑑定評価額 

建

社 

点 

価格 

繕費（12 年間）

調査時点：平成29 年

資不動産の価格

用建蔽率は 90％と

が、隣接地所有者

 

の概要（平成29 年

数） 

不動産鑑定評価書

森井総

平成2

物状況調査報告

株式会

平成2

年4 月）

格に重要な影響を

となっています。

者との間で覚書を

年8 月31 日現在）

書の概要 

総合鑑定株式会社

29 年4 月30 日 

告書の概要 

会社インターリスク

29 年4 月 

を及ぼす事項） 

 

を締結しています

 

1

46(50)戸

7(8)台

1,050.39 ㎡

1,128.92 ㎡

27,144 千円

1,660 千円

93.0%

社 

381,000 千円

ク総研 

304,900 千円

17,330 千円

10.6%

す。 

戸

台

㎡

㎡

%

%



建

物

 

 

Ｒ-1：プロ

特定資産の種類

用途 

譲渡予定価格 

所在地（住居表

ＰＭ会社／ＭＬ

マスターリース種

信託受託者 

信託契約期間 

土

地 

所有形態 

地積 

用途地域 

建蔽率 

容積率 

建

物 

所有形態 

構造 

建築時期 

延床面積 

用途 

該当事項はあり

1. 容積率につ

ＪＲ予讃線「松山

 
 

 

ロシード松山 

特定資

類 信託

賃貸

表示） 
愛媛

四丁

Ｌ会社 スター

種別 パス

三井

自：平

至：平

所有

第一

所有

鉄筋

平成

共同

りません。 

特記事項／不

ついて、本物件は

山」駅 バス利用1

資産の概要 

託受益権 

貸住宅 

媛県松山市樽味 

丁目7 番26 号 

ーツアメニティー

ス・スルー 

井住友信託銀行株

平成14 年3 月2

平成37 年11 月

有権 

一種住居地域 

有権 

筋コンクリート造陸

成3 年8 月31 日

同住宅 

不動産の状況（不

は本来200％です

18 分 

 

106,800

ー株式会社 

株式会社 

29 日 

30 日 

453.0

陸屋根5 階建 

 

691.8

不動産の構造、現

すが、前面道路の

9 

テナント

賃貸戸数

（総賃貸千円

賃貸駐車

（総賃貸

賃貸面積

総賃貸可

年間賃料

敷金・保

稼働率

08 ㎡ 評価者の

価格時点

60% 不動産鑑

160%

調査会社

調査時点

再調達価

86 ㎡ 長期修繕

PML（調

担保の状況

現況その他の投資

の幅員により、16

備考 

賃貸借の

トの総数 

数 

貸可能戸数） 

車場台数 

貸可能駐車場台数

積 

可能面積 

料収入 

保証金等 

不

の名称 

点 

鑑定評価額 

建

社 

点 

価格 

繕費（12 年間）

調査時点：平成29 年

資不動産の価格

0％となっていま

の概要（平成29 年

数） 

不動産鑑定評価書

森井総

平成2

物状況調査報告

東京海

株式会

平成2

年4 月）

格に重要な影響を

ます。 

年8 月31 日現在）

書の概要 

総合鑑定株式会社

29 年4 月30 日 

告書の概要 

海上日動リスクコ

会社 

25 年4 月 

を及ぼす事項） 

 

1

17(17)戸

8(8)台

695.06 ㎡

695.06 ㎡

9,600 千円

1,187 千円

100.0%

社 

99,800 千円

ンサルティング

135,660 千円

9,677 千円

7.2%

戸

台

㎡

㎡

%

%



建

物

 

 

（2）本件取得

Ｃ-77：プ

特定資産の種類

用途 

取得予定価格 

所在地（住居表

ＰＭ会社／ＭＬ

マスターリース種

信託受託者 

信託契約期間 

土

地 

所有形態 

地積 

用途地域 

建蔽率 

容積率 

建

物 

所有形態 

構造 

建築時期 

延床面積 

用途 

該当事項はあり

1. 建蔽率につ

及び防火地

2. 容積率につ

よる緩和のう

ＪＲ総武線・東京

本件取得予定資

件取得予定資産

あり、ショッピン

園に近接し、憩

ーゲットにしてお

っているため、

 
 

得予定資産の内

プロシード錦糸町

特定資

類 信託

賃貸

表示） 東京

Ｌ会社 スター

種別 パス

三井

自：平

至：平

所有

①近

所有

鉄骨

平成

共同

りません。 

特記事項／不

ついて、本物件の

地域内における耐

ついて、本物件の

うえ、面積割合に

京メトロ半蔵門線

資産の所在する

産の存する錦糸

ング等の生活利便

憩いの場になって

おり、白をベース

中長期的にみて

内容 
町 

資産の概要 

託受益権 

貸住宅 

京都墨田区亀沢四

ーツアメニティー

ス・スルー 

井住友信託銀行株

平成17 年11 月

平成39 年6 月3

有権 

近隣商業地域、②

94

445.78

有権 

骨鉄筋コンクリート

成17 年7 月1 日

同住宅 

不動産の状況（不

の土地のうち近隣

耐火建築物である

の土地のうち近隣

に応じて加重平均

「錦糸町」駅 徒歩

錦糸町は、都心

町駅北側は、大

便性に優れてい

ており、東京スカ

スとした都会的な

て根強いニーズが

 

2,140,000

四丁目6 番9 号

ー株式会社  

株式会社 

9 日 

30 日 

544.1

②準工業地域 

4.29%（①80%、②

8%（①400%、②3

ト造陸屋根9 階建

 

2,770.5

不動産の構造、現

隣商業地域の部分

ることによる緩和

隣商業地域の部分

均された数値が適

歩7 分 

心に近く交通アクセ

大規模な再開発が

ます。また、本件

カイツリーを間近

な意匠に、分譲仕

が見込まれます。

10

テナント

賃貸戸数

（総賃貸千円

号
賃貸駐車

（総賃貸

賃貸面積

総賃貸可

年間賃料

敷金・保

稼働率

16 ㎡ 評価者の

価格時点

②60%） 不動産鑑

300%）

調査会社

建 調査時点

再調達価

59 ㎡ 長期修繕

PML（調

担保の状況

現況その他の投資

分は本来 80％、

和のうえ、面積割合

分は 400％、準工

適用されます。

備考 

地域・物件特性

セスに恵まれて

が行われたエリア

件取得予定資産

近に望むことが可

仕様のデザイン性

。 

賃貸借の

トの総数 

数 

貸可能戸数） 

車場台数 

貸可能駐車場台数

積 

可能面積 

料収入 

保証金等 

不

の名称 

点 

鑑定評価額 

建

社 

点 

価格 

繕費（12 年間）

調査時点：平成29 年

資不動産の価格

準工業地域の部

合に応じて加重

工業地域の部分

性 

ているため、都心通

アで、アルカタワ

産の東側で錦糸町

可能です。本件取

性が高い内装・設

の概要（平成29 年

数） 

不動産鑑定評価書

株式会

平成2

物状況調査報告

東京海

株式会

平成2

年9 月）

格に重要な影響を

部分は本来 60％

平均された数値

分は 300％となって

通勤者等による住

ーズ、オリナス、

町エリアを南北に

取得予定資産は、

設備を兼ね備え、

年6 月30 日現在）

書の概要 

会社中央不動産鑑

29 年9 月1 日 

告書の概要 

海上日動リスクコ

会社 

29 年9 月 

を及ぼす事項） 

％ですが、亀沢地

値が適用されます

ており、亀沢地区

住宅需要の強い

ロックシティ等の

に通じる大規模な

、単身者からＤＩ

、ターゲット層に

 

1

60(64)戸

9(11)台

2,181.18 ㎡

2,302.92 ㎡

96,108 千円

13,554 千円

94.7%

鑑定所 

2,150,000 千円

ンサルティング

830,900 千円

43,851 千円

6.1%

地区の地区計画

す。 

区の地区計画に

いエリアです。本

の大規模施設が

な大横川親水公

ＮＫＳをメインタ

に適した物件とな

戸

台

㎡

㎡

%

%

画

に

本

が

公



 

 

【上記表の記載事
1. 「特定資産の種

投資方針 （1）

2. 「譲渡予定価格

件付信託受益

3. 「PM会社／M

ーリース会社、

スターリース会

基づく賃料と同

4. 「信託受託者」

いては本日現

託契約の当事

5. 「土地」及び「建

・ 「地積」、「構造

ている場合に

・ 「用途地域」は

・ 「建蔽率」は、建

対する割合で

る敷地（角地）

その他の行政

・ 「容積率」は、建

載しています。

法を含むその

・ 「建蔽率」及び

平均された、建

6. 「賃貸借の概況

・ 「テナントの総

ーツアメニティ

ース会社を現

・ 「賃貸戸数（総

況 5 運用状況

しています。ま

他投資資産の

・ 「稼働率」は、各

7. 「不動産鑑定評

8. 「建物状況調査

・ 当該譲渡予定

・ 「調査時点」は

・ 「再調達価格」

・ 「長期修繕費」

・ 「PML」の数値

数値とは、対象

超過確率に相

9. 「担保の状況」

10. 「特記事項／

・ 原則として本

及び取得予定

る場合、本日現

・ 本投資法人が

含まれています

権を取得する

11. 「地域・物件特

 

事項の説明】 
種類」には、特定資産

） 投資方針 ③ ポ

格」及び「取得予定価

益権売買契約書等に

ML会社」は、各物件

、又は本投資法人に

会社を記載していま

同額をマスターリース

」は、本投資法人に

現在効力を有する信

事者が合意（変更合意

建物」の記載につい

造」、「建築時期」及び

には、この限りではあ

は、都市計画法（昭和

建築基準法（昭和25

であって、用途地域等

や防火地域内にお

政法規により、別途制

建築基準法第52条

。なお、建築基準法

の他の行政法規により

び「容積率」において

建築当時の設計図・

況」の記載について

総数」については、す

ィー株式会社の間で

現在又は取得後のテナ

総賃貸可能戸数）」、

状況 (2) 投資資産 ③

また、「賃貸駐車場台

の主要なもの へ. 取

各物件の総賃貸可能

評価書の概要」は、当

査報告書の概要」の

定資産及び取得予定

は、建物状況調査報告

」は、評価対象の建物

」は、建物状況調査報

値は、東京海上日動リ

象施設あるいは施設

相当する物的損失額

」は、当該譲渡予定資

／不動産の状況（不動

日現在の（1）当該譲

定資産に関する行政

現在において可能な

が取得する特定資産

す。この場合、当該

ことになります。 

特性」は、取得予定資

産としての信託受益

ポートフォリオ構築方針

価格」は、当該譲渡

に記載された売買価格

について本日現在効

による取得時におい

ます。「マスターリース

ス会社が信託受託者

よる譲渡時若しくは

信託契約の効力発生

意を含みます。）予定

いて 

び「延床面積」は、不

ありません。 

和43年法律第100号、

5年法律第201号。そ

等に応じて都市計画

おける耐火建築物等

制限、緩和等が適用さ

条に定められる、建築

法第52条第2項又は第

り、別途制限、緩和等

て、用途地域が混在

竣工図等に示されて

て 

すべての当該譲渡予

で、スターツアメニテ

ナントとして、「テナ

「賃貸面積」、「総賃貸

③ その他投資資産

台数（総賃貸可能駐

取得済資産にかかる

能面積に占める各テ

当該譲渡予定資産及

の記載について 

定資産に関して作成さ

告書が作成された年

物を調査時点におい

報告書に基づく長期

リスクコンサルティン

設群に最大級の損失

額の再調達価格に対す

資産及び取得予定資

動産の構造、現況そ

譲渡予定資産及び取

政法規における制限等

な限り合理的な将来

産の種類が信託受益権

該信託受益権にかか

資産について作成さ

 

益権、不動産等の種別

針」記載の分類に従

渡予定資産及び取得

格）を記載しています

効力を有する管理委

いて管理委託契約の

ス種別」は、信託受託

者に支払うことが約束

は取得時において信

生日（締結予定の信託

定の信託契約の終了

不動産登記事項証明

、その後の改正を含

その後の改正を含み

画で定められる建蔽率

等については、建蔽率

される場合があり、か

築物の延べ面積の敷

第9項に基づき、前面

等が適用される場合

在する場合は、建築基

ている数値を記載し

予定資産及び取得予

ティー株式会社を賃借

ントの総数」を記載し

貸可能面積」、「年間

産の主要なもの ニ.

駐車場台数）」は、有価

る信託不動産の個別概

テナントに対する賃貸

及び取得予定資産に

された建物状況調査

年月を記載しています

いて再建築すること

期修繕費用予測（12年

ング株式会社が作成

失をもたらす50年間

する割合で表されま

資産にかかる譲渡日

その他の投資不動産

取得予定資産に付着

限等を記載しています

来の予測に基づく記載

益権である場合におい

かる信託財産である不

された不動産鑑定評

11

種別を記載しています

従って記載しています

得予定資産の譲渡及

す。 

委託契約を締結して

の締結を予定してい

託者とマスターリー

束されているものに

信託受託者である又

託契約については効

了日を記載していま

明書に記載された事

含みます。）第8条第１

みます。以下「建築基

蔽率の上限を記載して

率の緩和の適用又は

かかる場合には、制

敷地面積に対する割

面道路の幅員による

合があり、かかる場合

基準法第53条第2項

しています。 

予定資産に関し、本

賃借人兼転貸人とする

しています。 

間賃料収入」及び「敷

. 賃貸借状況の概要

価証券報告書「第一

別概要」の冒頭の注記

貸面積の割合を、小

に関して作成された

査報告書及び地震リ

す。 

を想定した場合にお

年間）の総額を記載

成した「建物地震リス

間の超過確率が10％

ます。 

日及び取得日時点に

産の価格に重要な影

着しているテナント以

す。なお、特定の記載

載をしています。

いては、「投資法人が

不動産にかかる法律

評価書・マーケットレ

す。「用途」は、有価証

す。 

及び取得に要する諸

ているプロパティマネ

るプロパティマネジ

ス会社との間で、マ

について「パス・スルー

は信託受託者となる

効力発生予定日）を

す。 

事項を記載しています

１項第１号に掲げる用

基準法」といいます。

ています。なお、建築

は建蔽率制限自体が

制限又は緩和等の適

割合であって、用途地

る制限又は特定道路

合には、制限又は緩

項及び第52条第7項に

本投資法人の譲渡時

るマスターリース契約

敷金・保証金等」は、

要 a．賃貸借状況の

一部 ファンド情報 第

記の記載と同じ基準

小数第2位を四捨五入

た不動産鑑定評価書

リスク評価レポートに

おいて必要とされる適

載しています。 

ク調査ポートフォリオ

であるような地震（再

における担保の状況

影響を及ぼす事項）」の

以外の第三者の権利

載事項が本投資法人

が取得する」旨の記

律上の所有者又は権

レポート等に記載され

証券報告書「第一部

諸費用（不動産売買媒

ネジメント会社兼マス

ジメント会社兼マスタ

マスターリース会社と

ー」と記載しています

る予定の者を記載し

、終期については本

す。但し、調査の結果

用途地域の種類を記

）第53条に定められ

築基準法第53条第3

が適用されない場合

適用後の数値を記載し

地域等に応じて都市

路による緩和が適用さ

緩和等の適用後の数値

に基づき、それぞれ

時点若しくは取得時点

約が締結又は締結さ

有価証券報告書「第

の概要」の表における

第1 ファンドの状況

に則って記載してい

入して記載しています

書に記載された内容を

に関し、当該報告書に

適正な原価の総額を

オ解析報告書」にお

再現期間475年相当

況を記載しています。

の記載について 

利及びかかる権利に

人による譲渡日又は

記載は、本投資法人が

権利者は信託受託者

れている内容に基づ

部 ファンド情報 第1

媒介手数料等）を含ま

スターリース契約を締

ターリース契約の締結

とエンドテナントとの

す。 

しており、「信託契約

本投資法人による取

果、当該記載に誤り

記載しています。 

れる、建築物の建築

3項又は第5項に基づ

合があります。また、

載しています。 

市計画で定められる

される場合がありま

数値を記載しています

れの用途地域の面積

点で本投資法人、信

される予定であるた

第一部 ファンド情報

る注記の記載と同じ

況 5 運用状況 (2) 

います。 

ます。 

を記載しています。

に記載された内容を

を記載しています。 

おける数値を記載して

当の地震）が発生し、

。 

に基づく制限等、（2）

は取得日時点の事実

が信託受益権を通し

者であり、本投資法人

づき記載しています。

1 ファンドの状況 ２

まない金額（停止条

締結しているマスタ

結を予定しているマ

の間の転貸借契約に

期間」は、始期につ

取得日と同日付で信

りがあることが判明し

築面積の敷地面積に

づき、街区の角にあ

建築基準法を含む

る容積率の上限を記

す。また、建築基準

す。 

積割合に応じて加重

信託受託者及びスタ

ため、当該マスターリ

報 第1 ファンドの状

じ基準に則って記載

投資資産 ③ その

を記載しています。

ています。「PML」の

その場合の90％非

）当該譲渡予定資産

実関係に言及してい

して取得する意味が

人はかかる信託受益

。 

２ 

条

タ

マ

に

つ

信

し

に

あ

む

記

準

重

タ

リ

状

載

の

の

非

産

い

が

益



 

 

4. 本件譲渡

（1）本件譲

 

鑑

鑑定評

収益価格 

  

直接還元

  

運営

  

運営

  

運営

  

純収

還元

ＤＣＦ法に

  

割引

最終

積算価格 

  
土地比率

建物比率

    

その他、鑑定評

当たって留意

 

 

 

渡予定資産及び

譲渡予定資産

物件名 

鑑定評価額 

定評価機関の名称

価格時点 

項 目 

元法による価格 

営収益 

可能総収益 

空室等損失等 

営費用 

維持管理費 

水道光熱費 

修繕費 

ＰＭフィー 

テナント募集費

公租公課 

損害保険料 

その他費用 

営純収益 

一時金の運用益

資本的支出 

収益 

元利回り 

による価格 

引率 

終還元利回り 

率 

率 

定評価機関が鑑定

意した事項 

び本件取得予定

産の不動産鑑定

プロ

称 株式

平成

費用等 

益 

  

定評価に 対象

によ

定資産の不動産

定評価書の概要

ロシード本通 

式会社中央不動産

成29 年4 月30

内 容 

533,000
DC

によ

444,000 中長

34,901

34,901
現行

新規

0
現行

査定

4,637

240 現行

0 現行

1,017 エン

0 現行

0 現行

3,187 直近

171 損害

22 実績

30,264

34 運用

4,995
建物

定

25,303

5.7%
基準

性

533,000

5.5% 還元

5.9%
還元

アム

349,000

55.9%

44.1%

 

象不動産の主な需

より鑑定評価額を
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産鑑定評価書

要 

動産鑑定所 

日 

CF 法による収益

よる収益価格

長期安定的な純

現行の賃貸借契約

新規賃料等を勘案

現行の賃貸借契約

査定 

現行の賃貸借契約

現行の賃貸借契約

ンジニアリングレ

現行の賃貸借契約

現行の賃貸借契約

直近の実額に基づ

害保険証券等に

実績に基づき査定

運用利回りを 1.0％

建物の経年劣化に

定

基準利回りに、同一

性に係るリスク等を

還元利回りを基準

還元利回りを基準

ムを勘案し査定

需要者は収益性

を決定。 

の概要 

益価格と直接還元

純収益を還元利回

約条件に基づいて

案し、中長期安定

約条件を勘案して

約条件及び収支実

約条件及び収支実

レポート及び収支

約条件及び収支実

約条件及び収支実

づき査定 

に基づく実額を計

定 

％として査定 

による更新費用増

一需給圏内の類

を総合的に勘案し

に、現時点の経

準に、経年劣化に

性を重視する投資

概 要 等 

元法による収益価

回りで還元して査

- 

て、対象不動産

定的な総収益を査

て中長期安定的

- 

実績に基づき査

実績に基づき査

支実績等に基づき

実績に基づき査

実績に基づき査

計上 

- 

増加リスク等を考

- 

類似不動産の取引

し査定 

- 

済成長率・市場動

による価格下落リス

- 

- 

- 

資家であるため、

価格を相互検証し

査定 

産を新規に賃貸し

査定 

的な稼働率（空室

査定 

査定 

き査定 

査定 

査定 

考慮して、建物再調

引利回り、対象不

動向予測等を加

スク・市場変動リ

積算価格は参考

533,000

（単位：千

したうえで、DCF

した場合に想定さ

室率）を設定したう

調達原価に基づ

不動産の個別性・

加味し査定 

リスク等のリスクプ

考に留め、収益価

千円

千円）

F 法

される

うえで

づき査

・地域

プレミ

価格



 

 

 

鑑

鑑定評

収益価格 

  

直接還元

  

運営

  

運営

  

運営

  

純収

還元

ＤＣＦ法に

  

割引

最終

積算価格 

  
土地比率

建物比率

    

その他、鑑定評

当たって留意

 

物件名 

鑑定評価額 

定評価機関の名称

価格時点 

項 目 

元法による価格 

営収益 

可能総収益 

空室等損失等 

営費用 

維持管理費 

水道光熱費 

修繕費 

ＰＭフィー 

テナント募集費

公租公課 

損害保険料 

その他費用 

営純収益 

一時金の運用益

資本的支出 

収益 

元利回り 

による価格 

引率 

終還元利回り 

率 

率 

定評価機関が鑑定

意した事項 

プロ

称 株式

平成

費用等 

益 

  

定評価に 対象

によ

ロシード環状通東

式会社中央不動産

成29 年4 月30

内 容 

303,000
DC

によ

282,000 中長

19,812

19,812
現行

新規

0
現行

査定

2,608

240 現行

0 現行

679 エン

0 現行

0 現行

1,596 直近

93 損害

0 実績

17,204

27 運用

1,726 エン

15,505

5.5%
基準

性

303,000

5.3% 還元

5.7%
還元

アム

205,000

44.4%

55.6%

 

象不動産の主な需

より鑑定評価額を
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東 

動産鑑定所 

日 

CF 法による収益

よる収益価格

長期安定的な純

現行の賃貸借契約

新規賃料等を勘案

現行の賃貸借契約

査定 

現行の賃貸借契約

現行の賃貸借契約

ンジニアリングレ

現行の賃貸借契約

現行の賃貸借契約

直近の実額に基づ

害保険証券等に

実績に基づき査定

運用利回りを 1.0％

ンジニアリングレ

基準利回りに、同一

性に係るリスク等を

還元利回りを基準

還元利回りを基準

ムを勘案し査定

需要者は収益性

を決定。 

益価格と直接還元

純収益を還元利回

約条件に基づいて

案し、中長期安定

約条件を勘案して

約条件及び収支実

約条件及び収支実

レポート及び収支

約条件及び収支実

約条件及び収支実

づき査定 

に基づく実額を計

定 

％として査定 

レポートによる設

一需給圏内の類

を総合的に勘案し

に、現時点の経

準に、経年劣化に

性を重視する投資

概 要 等 

元法による収益価

回りで還元して査

- 

て、対象不動産

定的な総収益を査

て中長期安定的

- 

実績に基づき査

実績に基づき査

支実績等に基づき

実績に基づき査

実績に基づき査

計上 

- 

設備等更新費用の

- 

類似不動産の取引

し査定 

- 

済成長率・市場動

による価格下落リス

- 

- 

- 

資家であるため、

価格を相互検証し

査定 

産を新規に賃貸し

査定 

的な稼働率（空室

査定 

査定 

き査定 

査定 

査定 

の 12 年間累計額

引利回り、対象不

動向予測等を加

スク・市場変動リ

積算価格は参考

303,000

（単位：千

したうえで、DCF

した場合に想定さ

室率）を設定したう

額の平均値を計上

不動産の個別性・

加味し査定 

リスク等のリスクプ

考に留め、収益価

千円

千円）

F 法

される

うえで

上 

・地域

プレミ

価格



 

 

 

鑑

鑑定評

収益価格 

  

直接還元

  

運営

  

運営

  

運営

  

純収

還元

ＤＣＦ法に

  

割引

最終

積算価格 

  
土地比率

建物比率

    

その他、鑑定評

当たって留意

 

物件名 

鑑定評価額 

定評価機関の名称

価格時点 

項 目 

元法による価格 

営収益 

可能総収益 

空室等損失等 

営費用 

維持管理費 

水道光熱費 

修繕費 

ＰＭフィー 

テナント募集費

公租公課 

損害保険料 

その他費用 

営純収益 

一時金の運用益

資本的支出 

収益 

元利回り 

による価格 

引率 

終還元利回り 

率 

率 

定評価機関が鑑定

意した事項 

プロ

称 株式

平成

費用等 

益 

  

定評価に 対象

によ

ロシード琴似 

式会社中央不動産

成29 年4 月30

内 容 

275,000
DC

によ

267,000 中長

21,163

21,163
現行

新規

0
現行

査定

5,068

240 現行

0 現行

2,766 エン

0 現行

0 現行

1,972 直近

90 損害

0 実績

16,095

22 運用

912 エン

15,205

5.7%
基準

性

275,000

5.5% 還元

5.9%
還元

アム

222,000

57.7%

42.3%

 

象不動産の主な需

より鑑定評価額を
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動産鑑定所 

日 

CF 法による収益

よる収益価格

長期安定的な純

現行の賃貸借契約

新規賃料等を勘案

現行の賃貸借契約

査定 

現行の賃貸借契約

現行の賃貸借契約

ンジニアリングレ

現行の賃貸借契約

現行の賃貸借契約

直近の実額に基づ

害保険証券等に

実績に基づき査定

運用利回りを 1.0％

ンジニアリングレ

基準利回りに、同一

性に係るリスク等を

還元利回りを基準

還元利回りを基準

ムを勘案し査定

需要者は収益性

を決定。 

益価格と直接還元

純収益を還元利回

約条件に基づいて

案し、中長期安定

約条件を勘案して

約条件及び収支実

約条件及び収支実

レポート及び収支

約条件及び収支実

約条件及び収支実

づき査定 

に基づく実額を計

定 

％として査定 

レポートによる設

一需給圏内の類

を総合的に勘案し

に、現時点の経

準に、経年劣化に

性を重視する投資

概 要 等 

元法による収益価

回りで還元して査

- 

て、対象不動産

定的な総収益を査

て中長期安定的

- 

実績に基づき査

実績に基づき査

支実績等に基づき

実績に基づき査

実績に基づき査

計上 

- 

設備等更新費用の

- 

類似不動産の取引

し査定 

- 

済成長率・市場動

による価格下落リス

- 

- 

- 

資家であるため、

価格を相互検証し

査定 

産を新規に賃貸し

査定 

的な稼働率（空室

査定 

査定 

き査定 

査定 

査定 

の 12 年間累計額

引利回り、対象不

動向予測等を加

スク・市場変動リ

積算価格は参考

275,000

（単位：千

したうえで、DCF

した場合に想定さ

室率）を設定したう

額の平均値を計上

不動産の個別性・

加味し査定 

リスク等のリスクプ

考に留め、収益価

千円

千円）

F 法

される

うえで

上 

・地域

プレミ

価格



 

 

 

鑑

鑑定評

収益価格 

  

直接還元

  

運営

  

運営

  

運営

  

純収

還元

ＤＣＦ法に

  

割引

最終

積算価格 

  
土地比率

建物比率

    

その他、鑑定評

当たって留意

 

物件名 

鑑定評価額 

定評価機関の名称

価格時点 

項 目 

元法による価格 

営収益 

可能総収益 

空室等損失等 

営費用 

維持管理費 

水道光熱費 

修繕費 

ＰＭフィー 

テナント募集費

公租公課 

損害保険料 

その他費用 

営純収益 

一時金の運用益

資本的支出 

収益 

元利回り 

による価格 

引率 

終還元利回り 

率 

率 

定評価機関が鑑定

意した事項 

プロ

称 森井

平成

費用等 

益 

  

定評価に 対象

によ

ロシード大橋 

井総合鑑定株式会

成29 年4 月30

内 容 

256,000 直接

259,000 中長

18,343

18,343
現行

新規

0 長期

2,204

0 テナ

0 テナ

719 エン

0 現行

0 実績

1,432 実績

53 見積

0 実績

16,139

14 満室

1,677 エン

14,476

5.6% 割

252,000

5.4%
基準

等を

5.8% 還元

175,000

52.6%

47.4%

 

象不動産の主な需

より鑑定評価額を
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式会社 

日 

直接還元法による

長期安定的な純

現行の賃貸借契約

新規賃料等を勘案

長期的に賃貸され

ナント負担のため

ナント負担のため

ンジニアリングレ

現行の契約基づき

実績に基づき査定

実績を基に変動率

見積、類似不動産

実績に基づき査定

満室時敷金等の額

ンジニアリングレ

割引率に収益及び

基準利回りに、対象

等を総合的に勘案

還元利回りに将来

需要者は収益性

を決定。 

収益価格と DCF

純収益を還元利回

約等に基づく賃料

案し、中長期安定

れるものと想定して

め計上しない

め計上しない

レポートの見積を

き計上しない 

定 

率、経年減価等を

産の水準を参考に

定 

額から空室損失相

レポートの見積を

び元本の変動リス

象不動産の地域

案し査定 

来の不確実性等の

性を重視する投資

概 要 等 

F 法による価格を

回りで還元して査

- 

料、対象不動産を

定的な総収益を査

ていることから計

- 

を妥当と判断し、平

を考慮し査定 

に査定 

- 

相当額を控除した

を妥当と判断し、平

- 

スク等を加味し査

- 

域性・個別性に係

のリスクを考慮し査

- 

- 

- 

資家であるため、

を関連づけて試算

査定 

を新規に賃貸し

査定 

計上しない 

平準化した額の

た額に運用利回

平準化した額の

査定 

係るリスク要因を

査定 

積算価格は参考

256,000

（単位：千

試算 

した場合に想定さ

30％を計上 

回り 1.0％を乗じて

70％を計上 

考慮の上、市場

考に留め、収益価

千円

千円）

される

て査定

場動向

価格



 

 

 

鑑

鑑定評

収益価格 

  

直接還元

  

運営

  

運営

  

運営

  

純収

還元

ＤＣＦ法に

  

割引

最終

積算価格 

  
土地比率

建物比率

    

その他、鑑定評

当たって留意

 

物件名 

鑑定評価額 

定評価機関の名称

価格時点 

項 目 

元法による価格 

営収益 

可能総収益 

空室等損失等 

営費用 

維持管理費 

水道光熱費 

修繕費 

ＰＭフィー 

テナント募集費

公租公課 

損害保険料 

その他費用 

営純収益 

一時金の運用益

資本的支出 

収益 

元利回り 

による価格 

引率 

終還元利回り 

率 

率 

定評価機関が鑑定

意した事項 

プロ

称 株式

平成

費用等 

益 

  

定評価に 対象

によ

ロシード東大畑

式会社アセットリサ

成29 年4 月30

内 容 

42,200 直接

41,500 中長

5,571

5,851
現行

新規

280
現行

査定

1,950

780 現行

144 現行

64 エン

278 現行

63 現行

551 直近

43 損害

26 実績

3,621

4 運用

1,052 エン

2,573

6.2%
基準

性

42,300

5.9% 還元

6.3%
還元

アム

79,600

27.6%

72.4%

 

象不動産の主な需

より鑑定評価額を
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サーチ 

日 

直接還元法による

長期安定的な純

現行の賃貸借契約

新規賃料等を勘案

現行の賃貸借契約

査定 

現行の賃貸借契約

現行の賃貸借契約

ンジニアリングレ

現行の賃貸借契約

現行の賃貸借契約

直近の実額に基づ

害保険証券等に

実績に基づき査定

運用利回りを 1.0％

ンジニアリングレ

基準利回りに、同一

性に係るリスク等を

還元利回りを基準

還元利回りを基準

ムを勘案し査定

需要者は収益性

を決定。 

収益価格と DCF

純収益を還元利回

約条件に基づいて

案し、中長期安定

約条件を勘案して

約条件及び収支実

約条件及び収支実

レポート及び収支

約条件及び収支実

約条件及び収支実

づき査定 

に基づく実額を計

定 

％として査定 

レポートによる設

一需給圏内の類

を総合的に勘案し

に、現時点の経

準に、経年劣化に

性を重視する投資

概 要 等 

F 法による価格を

回りで還元して査

- 

て、対象不動産

定的な総収益を査

て中長期安定的

- 

実績に基づき査

実績に基づき査

支実績等に基づき

実績に基づき査

実績に基づき査

計上 

- 

設備等更新費用の

- 

類似不動産の取引

し査定 

- 

済成長率・市場動

による価格下落リス

- 

- 

- 

資家であるため、

を関連づけて試算

査定 

産を新規に賃貸し

査定 

的な稼働率（空室

査定 

査定 

き査定 

査定 

査定 

の 12 年間累計額

引利回り、対象不

動向予測等を加

スク・市場変動リ

積算価格は参考

42,200

（単位：千

試算 

した場合に想定さ

室率）を設定したう

額の平均値を計上

不動産の個別性・

加味し査定 

リスク等のリスクプ

考に留め、収益価

千円

千円）

される

うえで

上 

・地域

プレミ

価格



 

 

 

鑑

鑑定評

収益価格 

  

直接還元

  

運営

  

運営

  

運営

  

純収

還元

ＤＣＦ法に

  

割引

最終

積算価格 

  
土地比率

建物比率

    

その他、鑑定評

当たって留意

 

物件名 

鑑定評価額 

定評価機関の名称

価格時点 

項 目 

元法による価格 

営収益 

可能総収益 

空室等損失等 

営費用 

維持管理費 

水道光熱費 

修繕費 

ＰＭフィー 

テナント募集費

公租公課 

損害保険料 

その他費用 

営純収益 

一時金の運用益

資本的支出 

収益 

元利回り 

による価格 

引率 

終還元利回り 

率 

率 

定評価機関が鑑定

意した事項 

プロ

称 森井

平成

費用等 

益 

  

定評価に 対象

によ

ロシード大濠公園

井総合鑑定株式会

成29 年4 月30

内 容 

381,000 直接

385,000 中長

29,292

31,115
現行

新規

1,823
対象

を設

8,643

1,517 現行

1,599 収支

1,689
修繕

原状

1,056 現行

1,109 地域

1,499 実績

51 見積

123 実績

20,649

21 満室

1,011 エン

19,659

5.1% 割

376,000

4.9%
基準

等を

5.3% 還元

233,000

65.9%

34.1%

 

象不動産の主な需

より鑑定評価額を
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園 

式会社 

日 

直接還元法による

長期安定的な純

現行の賃貸借契約

新規賃料等を勘案

対象不動産及び類

設定したうえで査

現行の契約書・収支

収支実績及び類似

修繕費：エンジニア

原状回復費：類似不

現行の契約書及び

地域の慣行と対象

実績を基に変動率

見積、類似不動産

実績に基づき査定

満室時敷金等の額

ンジニアリングレ

割引率に収益及び

基準利回りに、対象

等を総合的に勘案

還元利回りに将来

需要者は収益性

を決定。 

収益価格と DCF

純収益を還元利回

約等に基づく賃料

案し、中長期安定

類似不動産の稼

査定 

支実績及び類似

似物件の水準に基

アリングレポートの

不動産の水準、実

び類似物件の水準

象不動産の退去率

率、経年減価等を

産の水準を参考に

定 

額から空室損失相

レポートの見積を

び元本の変動リス

象不動産の地域

案し査定 

来の不確実性等の

性を重視する投資

概 要 等 

F 法による価格を

回りで還元して査

- 

料、対象不動産を

定的な総収益を査

稼働実績等を勘案

- 

似物件の水準に基

基づき査定 

の見積を妥当と判

実績及び退去率

準等に基づき査

率を勘案し査定 

を考慮し査定 

に査定 

- 

相当額を控除した

を妥当と判断し、平

- 

スク等を加味し査

- 

域性・個別性に係

のリスクを考慮し査

- 

- 

- 

資家であるため、

を関連づけて試算

査定 

を新規に賃貸し

査定 

案し中長期安定的

基づき査定 

判断し、平準化し

率を勘案し査定 

査定 

た額に運用利回

平準化した額の

査定 

係るリスク要因を

査定 

積算価格は参考

381,000

（単位：千

試算 

した場合に想定さ

的な稼働率（空室

した額の 30％を

回り 1.0％を乗じて

70％を計上 

考慮の上、市場

考に留め、収益価

千円

千円）

される

室率）

を計上

て査定

場動向

価格



 

 

 

鑑

鑑定評

収益価格 

  

直接還元

  

運営

  

運営

  

運営

  

純収

還元

ＤＣＦ法に

  

割引

最終

積算価格 

  
土地比率

建物比率

    

その他、鑑定評

当たって留意

 

 

物件名 

鑑定評価額 

定評価機関の名称

価格時点 

項 目 

元法による価格 

営収益 

可能総収益 

空室等損失等 

営費用 

維持管理費 

水道光熱費 

修繕費 

ＰＭフィー 

テナント募集費

公租公課 

損害保険料 

その他費用 

営純収益 

一時金の運用益

資本的支出 

収益 

元利回り 

による価格 

引率 

終還元利回り 

率 

率 

定評価機関が鑑定

意した事項 

プロ

称 森井

平成

費用等 

益 

  

定評価に 対象

によ

 

ロシード松山 

井総合鑑定株式会

成29 年4 月30

内 容 

99,800 直接

102,000 中長

10,456

11,005
現行

新規

549
対象

を設

3,075

548 現行

681 収支

805
修繕

原状

371 現行

155 地域

492 実績

23 見積

0 実績

7,381

7 満室

564 エン

6,824

6.7% 割

97,500

6.5%
基準

等を

6.9% 還元

72,400

64.4%

35.6%

 

象不動産の主な需

より鑑定評価額を

18

式会社 

日 

直接還元法による

長期安定的な純

現行の賃貸借契約

新規賃料等を勘案

対象不動産及び類

設定したうえで査

現行の契約書・収支

収支実績及び類似

修繕費：エンジニア

原状回復費：類似不

現行の契約書及び

地域の慣行と対象

実績を基に変動率

見積、類似不動産

実績に基づき査定

満室時敷金等の額

ンジニアリングレ

割引率に収益及び

基準利回りに、対象

等を総合的に勘案

還元利回りに将来

需要者は収益性

を決定。 

収益価格と DCF

純収益を還元利回

約等に基づく賃料

案し、中長期安定

類似不動産の稼

査定 

支実績及び類似

似物件の水準に基

アリングレポートの

不動産の水準、実

び類似物件の水準

象不動産の退去率

率、経年減価等を

産の水準を参考に

定 

額から空室損失相

レポートの見積を

び元本の変動リス

象不動産の地域

案し査定 

来の不確実性等の

性を重視する投資

概 要 等 

F 法による価格を

回りで還元して査

- 

料、対象不動産を

定的な総収益を査

稼働実績等を勘案

- 

似物件の水準に基

基づき査定 

の見積を妥当と判

実績及び退去率

準等に基づき査

率を勘案し査定 

を考慮し査定 

に査定 

- 

相当額を控除した

を妥当と判断し、平

- 

スク等を加味し査

- 

域性・個別性に係

のリスクを考慮し査

- 

- 

- 

資家であるため、

を関連づけて試算

査定 

を新規に賃貸し

査定 

案し中長期安定的

基づき査定 

判断し、平準化し

率を勘案し査定 

査定 

た額に運用利回

平準化した額の

査定 

係るリスク要因を

査定 

積算価格は参考

99,800

（単位：千

試算 

した場合に想定さ

的な稼働率（空室

した額の 30％を

回り 1.0％を乗じて

70％を計上 

考慮の上、市場

考に留め、収益価

千円

千円）

される

室率）

を計上

て査定

場動向

価格



 

 

（2）本取得予

 

鑑定

収益価格 

  

直接還元

  

運営

  

運営

  

運営

  

純収

還元

ＤＣＦ法に

  

割引

最終

積算価格 

  
土地比率

建物比率

    

その他、鑑定

当たって留意

  

 

予定資産の不動

物件名 

鑑定評価額 

定評価機関の名称

価格時点 

項 目 

元法による価格 

営収益 

可能総収益 

空室等損失等 

営費用 

維持管理費 

水道光熱費 

修繕費 

ＰＭフィー 

テナント募集費

公租公課 

損害保険料 

その他費用 

営純収益 

一時金の運用益

資本的支出 

収益 

元利回り 

による価格 

引率 

終還元利回り 

率 

率 

定評価機関が鑑定

意した事項 

動産鑑定評価書

プロ

称 株式

平成

費用等 

益 

  

定評価に 対象

によ

 

書の概要 

ロシード錦糸町

式会社中央不動

成29 年9 月1 日

内 容 

2,150,000
DC

に

2,240,000 中

113,722

117,319
建

た

3,597 建

19,710

2,902 業

1,340 収

2,692 エ

3,008 業

3,284 業

5,726 直

758 損

0 実

94,012

165 運

2,182 エ

91,995

4.1%
基

性

2,150,000

3.9% 還

4.3%
還

ア

1,130,000

54.9%

45.1%

 

象不動産の主な

より鑑定評価額を

19

動産鑑定所 

日 

CF 法による収益

による収益価格

中長期安定的な純

建物賃貸借契約及

た場合に想定され

建物賃貸借契約を

業務委託契約に基

収支実績に基づき

エンジニアリングレ

業務委託契約に基

業務委託契約及び

直近の実額等に基

損害保険証券等に

実績に基づき査定

運用利回りを 1.0％

エンジニアリングレ

基準利回りに、同一

性に係るリスク等を

還元利回りを基準

還元利回りを基準

アムを勘案し査定

な需要者は収益性

を決定。 

益価格と直接還元

純収益を還元利回

及び対象不動産

れる新規賃料等を

を勘案して中長期

基づき査定 

き査定 

レポート及び収支

基づき査定 

び収支実績に基づ

基づき査定 

に基づく実額を計

定 

％として査定 

レポートによる設

一需給圏内の類

を総合的に勘案し

準に、現時点の経

準に、経年劣化に

定

性を重視する投資

概 要 等 

元法による収益価

回りで還元して査

- 

の収益性等を考

を勘案し、中長期

期安定的な稼働率

- 

支実績等に基づき

づき査定 

計上 

- 

設備等更新費用の

- 

類似不動産の取引

し査定 

- 

経済成長率・市場動

による価格下落リ

- 

- 

- 

資家であるため、

価格を相互検証し

査定 

考慮して、対象不

期安定的な総収益

率（空室率）を設

づき査定 

の 12 年間累計額

引利回り、対象不

場動向予測等を加

リスク・市場変動リ

、積算価格は参考

2,150,000

（単位：千

したうえで、DCF

不動産を新規に賃

益を査定 

設定したうえで査定

額の平均値を計上

不動産の個別性・

加味し査定 

リスク等のリスクプ

考に留め、収益価

0 千円

千円）

F 法

賃貸し

定 

上 

・地域

プレミ

価格



 

 

5. 取得予定

本投資

していま

おりです

物件 

番号 

Ｃ－77 

 
6. 本件取引

（1）譲渡先の

（Ｇ－1）プ

 名

 所

 代表者

 主 な

 資

 設 立

 純

 総

 大株主

 

本 投 資

本 資 産

当 該 会

 

（Ｒ－1）プ

 名

 所

 代表者

 主 な

 資

 設 立

 純

 総

 大株主

 本 投 資

本 資 産

当 該 会

 

（Ｇ－12）

譲渡先

ています

係・取引

 

 

定資産の設計者

資法人は、取得

ます。本投資法

す。 

物件

プロシード錦糸

引の相手先の概

の概要 

プロシード本通

称

在 地

者の 役職・ 氏名

事 業 内 容

本 金

立 年 月 日

資 産

資 産

主及び持株比率

資 法 人 又 は

産 運 用 会 社 と

会 社 の 関 係

プロシード松山

称

在 地

者の 役職・ 氏名

事 業 内 容

本 金

立 年 月 日

資 産

資 産

主及び持株比率

資 法 人 又 は

産 運 用 会 社 と

会 社 の 関 係

）プロシード東大

先は、物件毎に

す。なお、いずれ

関係はありませ

者・施工者等の

得済資産及び取

法人が確認した

件名 

糸町 

概要 

通、（Ｇ－2）プロ

称 スターツアメ

地 東京都江戸

名 代表取締役

容 不動産管理

金 350 百万円

日 昭和60 年

産 23,930 百万

産 43,124 百万

率 スターツコー

は 

と 

係 

当該会社は

を保有する

当該会社と本

当該会社は

また、本資産

ウェアハウジ

当該会社は

社と親会社

山 

称 四国アムラス

地 愛媛県松山

名 代表取締役

容 不動産の売

金 9 百万円（平

日 平成27 年

産 7 百万円（平

産 223 百万円

率 アムラス株式

は 

と 

係 

本投資法人

せん。また、

大畑及び（Ｇ－

にそれぞれ異な

れの譲渡先も本

せん。また、関連

 

の概要 

取得予定資産に

取得予定資産

設計

株式会社三輪

ロシード環状通

メニティー株式会

戸川区一之江八丁

役社長 齋藤 太

理・運営・建築・内

（平成29 年3

4 月1 日 

万円（平成29 年

万円（平成29 年

ーポレーション株

は、本資産運用会

子会社であり、投

本投資法人・本資

は、取得済資産の

産運用会社との

ジング機能等を提

は、本投資法人の

社を共通にする兄

ス株式会社 

山市朝生田町二丁

役 廣田 暁夫

売買・賃貸・仲介及

平成29 年6 月

6 月15 日 

平成29 年6 月

（平成29 年6

式会社 （100％）

人及び資産運用会

、関連当事者には

－16）プロシード

なる国内事業会

本投資法人及び

連当事者には該

20

にかかる信託不

産にかかる信託

計者 

輪設計事務所 

通東、（Ｇ－3）プ

会社 

丁目4 番3 号

太朗男 

内装工事等 

月31 日現在）

年3 月31 日現在

年3 月31 日現在

株式会社 （100％

会社の親会社で

投信法に定める利

資産運用会社と

の全物件につい

間でパイプライ

提供しています。

の関連当事者に

兄弟会社であり、本

丁目1 番4 号

及び管理、不動産

月30 日現在）

月30 日現在）

月30 日現在）

） 

会社と当該買主

は該当しません

ド大濠公園 

会社です。開示

び資産運用会

該当しません。

不動産について

託不動産の設計

施

川田工業株式

プロシード琴似

） 

在） 

在） 

％） 

であるスターツコー

利害関係人等に

の間に記載すべ

て、マスターリー

ンサポート契約

。 

は該当しません

本資産運用会社

産の有効活用に

） 

主との間には、特筆

。 

示することにつ

会社と当該買主と

。 

て、設計者・施

計者・施工者・建

施工者 

式会社 

及び（Ｇ－9）プ

ーポレーション株

に該当します。 

べき人的関係はあ

ース契約に基づき

を締結し、本資産

ん。また、当該会社

社の関連当事者に

に関するコンサル

筆すべき資本関

き同意を得られ

との間には、特

施工者・建築確認

建築確認機関の

建築

イーホームズ

プロシード大橋

株式会社が発行

ありません。 

き一括して貸借を

産運用会社に対

社は、上記の通

に該当します。 

ルタント業 

関係・人的関係・取

れていないため

特筆すべき資本

認機関を調査・

の概要は、以下

築確認機関 

ズ株式会社 

橋 

行済株式のすべて

を受けています

対して物件情報や

り、本資産運用会

取引関係はありま

め、非開示とし

本関係・人的関

・確認

下のと

て

す。

や

会

ま

し

関



 

 

（2）取得先の概

 名

 所

 代表者

 主 な

 資

 設 立

 純

 総

 大株主

 

本 投 資

本 資 産

当 該 会

 

7. 媒介の概

本件取引

及び取得

 名

 所

 代表者

 主 な

 資

 設 立

 

本 投 資

本 資 産

当 該 会

 媒 介

 

8. 本件取引

本件譲

シード大

であるス

トハウス株

介者であ

す。 

このた

所定の手

 

概要 

称

在 地

者の 役職・ 氏名

事 業 内 容

本 金

立 年 月 日

資 産

資 産

主及び持株比率

資 法 人 又 は

産 運 用 会 社 と

会 社 の 関 係

概要 

引のうち（Ｇ－1

得については、

称

在 地

者の 役職・ 氏名

事 業 内 容

本 金

立 年 月 日

資 法 人 又 は

産 運 用 会 社 と

会 社 の 関 係

介 手 数 料

引にかかる利害

譲渡予定資産の

大橋の譲渡先で

スターツアメニテ

株式会社、本件

あるスターツコー

ため、いずれの

手続きを経て決

称 スターツデベ

地 東京都中央

名 代表取締役

容 不動産開発

金 320 百万円

日 平成17 年

産 △5,568 百万

産 27,033 百万

率 スターツコー

は 

と 

係 

当該会社は

を保有する

当該会社と本

当該会社は

情報やウェ

す。 

当該会社は

社と親会社

16）プロシード大

該当事項はあ

称 スターツコー

地 東京都中央

名 代表取締役

容 賃貸仲介事

金 100 百万円

日 平成17 年

は 

と 

係 

当該会社は

を保有する

当該会社と本

当該会社は

社と親会社

料 （Ｇ－16）プ

害関係人等との

のうち（Ｇ－1）

であり、本件取得

ティー株式会社

件取得予定資産

ーポレートサー

の取引に関して

決定しています

 

ベロップメント株

央区日本橋三丁目

役社長 引地 豊

発・企画・販売 

（平成29 年3

10 月3 日 

万円（平成29 年

万円（平成29 年

ーポレーション株

は、本資産運用会

子会社であり、投

本投資法人・本資

は、本資産運用会

アハウジング機

は、本投資法人の

社を共通にする兄

大濠公園の譲

ありません。 

ーポレートサービ

央区日本橋三丁目

役社長 村石 豊

事業、売買仲介事

（平成29 年3

10 月3 日 

は、本資産運用会

子会社であり、投

本投資法人・本資

は、本投資法人の

社を共通にする兄

プロシード大濠

の取引 

プロシード本通

得予定資産の取

社、当該プロパ

産の取得先で

ービス株式会社

ても、本資産運用

す。 

21

株式会社 

目4 番10 号 

豊 

月31 日現在）

年3 月31 日現

年3 月31 日現在

株式会社（100％）

会社の親会社で

投信法に定める利

資産運用会社と

会社との間でパイ

機能等を提供して

の関連当事者に

兄弟会社であり、本

譲渡にかかる媒

ビス株式会社 

目1 番8 号 

豊隆 

事業及び不動産管

月31 日現在）

会社の親会社で

投信法に定める利

資産運用会社と

の関連当事者に

兄弟会社であり、本

濠公園：12,660

通、（Ｇ－2）プ

取得後のマスタ

パティマネジメン

であるスターツデ

社は、いずれも

用会社の社内規

） 

現在） 

在） 

） 

であるスターツコー

利害関係人等に

の間に記載すべ

イプラインサポー

ており、かかる契

は該当しません

本資産運用会社

媒介者及び媒介

管理事業 

） 

であるスターツコー

利害関係人等に

の間に記載すべ

は該当しません

本資産運用会社

千円（消費税等

ロシード環状通

ターリース業務

ント業務のうちリ

デベロップメン

も投信法で定め

規程に基づき、

ーポレーション株

に該当します。 

べき人的関係はあ

ート契約を締結し

契約に基づき、現

ん。また、当該会社

社の関連当事者に

介手数料は以下

ーポレーション株

に該当します。 

べき人的関係はあ

ん。また、当該会社

社の関連当事者に

等を除きます。）

通東、（Ｇ－3）

務及びプロパテ

リーシング業務

ト株式会社、（Ｇ

める本資産運用

、法令や諸規則

株式会社が発行

ありません。 

し、本資産運用会

現在取得予定資産

社は、上記の通

に該当します。 

下のとおりです

株式会社が発行

ありません。 

社は、上記の通

に該当します。 

） 

プロシード琴似

ティマネジメント

務の再委託先で

Ｇ－16）プロシ

用会社の利害関

則に定める基準

行済株式のすべて

会社に対して物件

産を所有していま

り、本資産運用会

す。その他譲渡

行済株式のすべて

り、本資産運用会

似及び（Ｇ－9）

ト業務の委託予

であるスターツピ

シード大濠公園

関係人等に該当

準を遵守した上

て

件

ま

会

渡

て

会

）プロ

予定先

ピタッ

園の媒

当しま

上で、



 

 

9. 本件取得

物件 

番号 

Ｃ-77 

 

10. 今後の見

本日付に

い。 

 

＜添付資料

【参考資料

【参考資料

 

※ 本資料の配

※ 本投資法人

得予定資産の物

物件名 

プロシード

錦糸町 

会

・

特

関

者

取

・

取

取

見通し 

にて別途公表し

料＞ 

料1】 本件取引

料2】 本件取得

配布先 兜倶楽

人のホームページ

物件取得者等の

会 社 名 

氏 名 
ス

特別な利害

関係にある

者との関係 

前

ご

取 得 経 緯 

理 由 等 

本

ウ

取 得 価 格 

取 得 時 期 平

しました「平成2

引後のポートフォ

得予定資産 写真

楽部、国土交通

ジアドレス：http:

の状況 

現所有者

スターツデベロッ

前記「6. 本件取引

ご参照下さい。

本投資法人が取得

ウジング機能の提

平成29 年6 月3

29年10月期の

ォリオ一覧 

真及び地図 

通記者会、国土交

//www.sp-inv.co

22

ップメント株式会社

引の相手先の概

得するまでのウェ

提供のため取得

2,100,00

30 日 

の運用状況及び

交通省建設専

o.jp 

社 
会 社

・ 氏

概要」を
特別な

関係に

者との

ェアハ 取 得

・ 理

0 千円 取 得

取 得

び分配金の予想

門紙記者会 

社 名

氏 名
特別な

な利害

にある

の関係

経 緯

由 等

価 格

時 期

想の修正に関す

前所有者 

な利害関係人にあ

― 

― 

― 

― 

するお知らせ」

ある者以外 

」をご参照下さ

以 上

さ

上 



 

 

【参考資料

 

料1】 本件取引

物件 

番号 

Ｃ-1 

Ｃ-2 

Ｃ-3 

Ｃ-4 

Ｃ-5 

Ｃ-6 

Ｃ-7 

Ｃ-8 

Ｃ-9 

Ｃ-10 

Ｃ-11 

Ｃ-12 

Ｃ-13 

Ｃ-14 

Ｃ-15 

Ｃ-16 

Ｃ-17 

Ｃ-18 

Ｃ-19 

Ｃ-20 

Ｃ-21 

Ｃ-22 

Ｃ-23 

Ｃ-24 

Ｃ-25 

Ｃ-26 

Ｃ-27 

Ｃ-28 

Ｃ-29 

Ｃ-30 

Ｃ-31 

Ｃ-32 

Ｃ-33 

Ｃ-34 

Ｃ-35 

Ｃ-36 

Ｃ-37 

Ｃ-38 

Ｃ-39 

Ｃ-40 

Ｃ-41 

Ｃ-42 

Ｃ-43 

Ｃ-44 

Ｃ-45 

Ｃ-46 

Ｃ-47 

引後のポートフォ

プロシード市川 

プロシード東陽

プロシード葛西 

プロシード三軒

プロシード瑞江 

プロシード船橋

プロシード南葛

プロシードせん

プロシード行徳 

プロシード幕張

プロシード南行徳

プロシード幕張

プロシード東川

プロシード船堀 

プロシード竹ノ塚

プロシードせん

プロシード松濤 

プロシード参宮

プロシード浦安 

プロシード新小岩

プロシード八千

プロシード八千

プロシード都立

プロシード都立

プロシード本所

プロシード目黒

プロシード杉並

プロシード両国 

プロシード三田 

プロシード中野

プロシード亀戸 

プロシード高田

プロシード新高

プロシード高円

プロシード蓮根 

プロシード大井

プロシード十条 

プロシード白楽 

プロシード新丸

プロシード本八

プロシード西新

プロシード調布 

プロシード TX 六

プロシード中河

プロシード大泉

プロシード千歳

プロシード三鷹 

ォリオ一覧 

物件名

         

陽町        

西

軒茶屋      

江          

宮本      

西        

げん台    

徳          

張本郷      

行徳        

張本郷２     

口        

         

塚        

げん台２   

濤          

橋        

安          

岩        

千代緑ヶ丘Ⅰ    

千代緑ヶ丘Ⅱ    

立大学      

立大学２    

所吾妻橋    

黒青葉台    

宮前      

         

         

野新橋      

         

馬場      

円寺      

寺南      

         

井町        

         

楽          

子        

幡        

新井        

         

六町        

河原        

学園      

烏山      

         

23

  

  

金

(千円

取得価格

金額 

円) （注1） 

1,076,000

646,700

688,700

555,900

602,600

419,900

303,500

259,200

315,600

279,300

287,300

223,400

206,500

226,100

169,400

86,700

937,400

497,600

431,400

465,200

383,600

339,000

790,400

772,200

339,800

466,700

454,900

443,900

1,537,200

638,800

339,000

223,700

742,100

277,400

284,000

944,000

533,000

241,000

635,000

307,000

5,172,000

460,500

156,800

1,141,000

268,300

289,600

477,200

格  

投資比率 

（％） （注2） 

1.3

0.8

0.8

0.7

0.7

0.5

0.4

0.3

0.4

0.3

0.3

0.3

0.2

0.3

0.2

0.1

1.1

0.6

0.5

0.6

0.5

0.4

1.0

0.9

0.4

0.6

0.6

0.5

1.9

0.8

0.4

0.3

0.9

0.3

0.3

1.1

0.6

0.3

0.8

0.4

6.3

0.6

0.2

1.4

0.3

0.4

0.6

3 

8  

8  

7  

7  

5  

4  

3  

4  

3  

3  

3  

2  

3  

2  

  

  

6  

5  

6  

5  

4  

0  

9  

4  

6  

6  

5  

9  

8  

4  

3  

9  

3  

3  

  

6  

3  

8  

4  

3  

6  

2  

4  

3  

4  

6  



 

 

物件 

番号 

Ｃ-48 

Ｃ-49 

Ｃ-50 

Ｃ-51 

Ｃ-52 

Ｃ-53 

Ｃ-54 

Ｃ-55 

Ｃ-56 

Ｃ-57 

Ｃ-58 

Ｃ-59 

Ｃ-60 

Ｃ-61 

Ｃ-62 

Ｃ-63 

Ｃ-64 

Ｃ-65 

Ｃ-66 

Ｃ-67 

Ｃ-68 

Ｃ-69 

Ｃ-70 

Ｃ-71 

Ｃ-72 

Ｃ-73 

Ｃ-74 

Ｃ-75 

Ｃ-76 

Ｃ-77 

首都圏主要都市

Ｇ-6 

Ｇ-7 

Ｇ-8 

Ｇ-10 

Ｇ-11 

Ｇ-13 

Ｇ-14 

Ｇ-15 

Ｇ-17 

Ｇ-18 

Ｇ-19 

Ｇ-20 

Ｇ-21 

Ｇ-22 

Ｇ-23 

Ｇ-24 

Ｇ-25 

Ｇ-26 

プロシード柏エス

プロシード柏ノー

プロシード行徳

プロシード船橋

プロシード西川

プロシード弘明

プロシード鶴ヶ峰

プロシード相模

プロシード篠崎

プロシード柏トロ

プロシード篠崎

プロシード東武

プロシード雪谷 

プロシード市川

プロシード市川

プロシード藤沢

プロシード日本

プロシード TX 流

プロシード行徳

プロシード西葛

プロシード葛西

プロシード日本

プロシード西新

プロシード鵜の木

プロシード南行徳

プロシード CO-

プロシード CO-

プロシード新横

ライフサポートレ

プロシード錦糸

市 小計 

プロシード箱崎

プロシード箱崎

プロシード太閤

プロシード那珂川

プロシード穂波

プロシード新栄 

プロシード千代

プロシード福岡

プロシード金山 

プロシード吹上 

プロシード豊田 

プロシード北堀

プロシード西天満

プロシード神戸

グループホーム

プロシード金山

プロシード新瑞

プロシード弁天

物件名

スト 

ール 

徳駅前      

本町      

口        

寺        

峰        

模大塚      

崎２ 

ロワ 

崎タワー 

武練馬 

谷

南 

妙典 

沢鵠沼 

本橋堀留町 

流山セントラルパ

徳２ 

西 

西２ 

本橋本町 

新宿 

木 

行徳２ 

-Z 東館 

-Z 西館 

横浜 

レジデンス船堀駅

町 

崎宮Ⅱ      

崎宮Ⅰ      

通        

珂川        

波町        

         

代田        

高宮      

上

江 

天満 

元町 

ムたのしい家 大

２ 

瑞橋 

天町 

24

パーク 

駅前 

大正 

金

(千円

取得価格

金額 

円) （注1） 

732,000

689,000

331,000

531,700

881,000

552,000

356,000

234,000

913,300

537,100

1,564,000

422,000

323,000

687,000

498,000

729,000

1,485,800

979,700

830,000

875,600

750,000

2,449,000

2,549,000

917,000

1,080,000

1,830,000

971,000

4,330,000

380,000

2,140,000

58,883,700

85,000

81,300

403,400

150,400

275,000

792,500

309,300

453,600

1,022,000

499,000

219,000

1,917,300

880,000

780,000

158,000

2,040,400

2,129,600

2,170,000

格  

投資比率 

（％） （注2） 

0.9

0.8

0.4

0.6

1.1

0.7

0.4

0.3

1.1

0.7

1.9

0.5

0.4

0.8

0.6

0.9

2.6

1.7

1.5

1.5

0.9

3.0

3.1

1.1

1.3

2.2

1.2

5.2

0.5

2.6

71.3

0.1

0.1

0.5

0.2

0.3

1.0

0.4

0.5

1.2

0.6

0.3

2.3

1.1

0.9

0.2

3.6

3.7

2.6

9  

8  

4  

6  

  

7  

4  

3  

  

7  

9  

5  

4  

8  

6  

9  

6  

7  

5  

5  

9  

0  

  

  

3  

2  

2  

2  

5  

6  

3  

  

  

5  

2  

3  

0  

4  

5  

2  

6  

3  

3  

  

9  

2  

6  

7  

6  



 

 

(注 1） 

(注2)  

物件 

番号 

Ｇ-27 

Ｇ-28 

Ｇ-29 

Ｇ-30 

Ｇ-31 

Ｇ-32 

Ｇ-33 

政令指定都市 

Ｒ-2 

Ｒ-3 

Ｒ-4 

地方主要都市 

ポートフォリオ 

 「取得価格」の「金

売買媒介手数料等

 「取得価格」の 「

五入して記載して

プロシード長居公

プロシード西長

プロシード京橋 

プロシード兵庫

プロシード瑞穂 

プロシード大須 

プロシード仙台

小計 

プロシード水戸 

プロシード水戸

プロシード筑波

小計 

合計   

金額」は、信託受益権

料等の諸費用を含みま

「投資比率」は、取得

ています。 

物件名

居公園通 

堀 

庫駅前通 

穂

須

小鶴新田 

2 

波学園都市 

権売買契約書等に記

ません。）を記載して

得価格の合計に対す

25

記載された売買価格

ています。 

する当該取得済資産又

金

(千円

格（当該取得済資産又

又は当該取得予定資

取得価格

金額 

円) （注1） 

1,070,000

942,000

2,040,000

1,670,000

535,000

831,000

698,000

22,151,800

383,700

416,900

775,600

1,576,200

82,611,700

又は当該取得予定資

資産の取得価格の比

格  

投資比率 

（％） （注2） 

1.3

1.1

2.5

2.0

0.6

1.0

0.8

26.8

0.5

0.5

1.4

1.9

100.0

資産の取得に要した

比率を、小数第2 位

3  

  

5  

0  

6  

0  

8  

8  

5  

5  

4  

9  

0  

た不動産

位を四捨



 

 

【参考資料

 

 

所在地（住

（Ｃ－77）プ

プロ

料2】 本件取得

住居表示）：東京

プロシード錦糸

シード錦糸町

得予定資産 写

京都墨田区亀

糸町 

町 

写真及び地図

亀沢四丁目6 番

26

図 

番9 号  

 
以 上上 


